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Towards the Creation of Knowledge 
Industry Cluster 
The Review ofTheory of Regions and Innova-
tions 

UCHIDA Jun-ichi 

abstract I The purpose ofthis paper is reconsideration of clusterTheory 

from preceded research in economics and management.ln the appli-

cation of a pure cluster theory to the knowledge industr払thereare 

some Iimits. To overcome this Iimitation， this thesis insists on the 
necessity of the construction of a new framework. 
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はじめに

本稿の目的は、知識産業によるクラスターの創造を目指す地域の政策立

案者が、その実践にあたって適用可能なフレームワークを構築するための

準備作業として、クラスターに関連する複数の理論を整理することにある。

本稿は、地域産業の集積を実現するための政策的示唆を提出するべく行わ

れている一連の研究の一部であり、産業集積論や経済発展論、そして近年

のクラスターに至る地域とイノベーションに関わる先行研究を、近接する

理論を考慮しながら整理し、その後に行う知識産業を対象にした実証研究

につなげる意図のもとに執筆されたものである。日本におけるクラスター

理論は、その実践が、経済産業省によるクラスター計画や、文部科学省に

よる知的クラスター創成事業などへと、具体的な政策として現れてきてい

るように、政策立案者にとって、最も重要かつ実践的な議論だと考えられ

ている。しかし、クラスター理論は、地域の産業・経済に関わる各アクタ

ーの役割を明らかにした点で、確かに非常に重要な理論ではあるが、様々

な競争力のある産業集積地を分析できるという高い汎用性の裏返しとして、

特定の産業分野の競争力を全く持っていない地域など、クラスター創造を

ーから構想しようとする場合には、適用が難しい。そのような地域の政策

担当者たちは、クラスター理論が、そのまま実践に応用できないという悩

みを抱えている。本研究は、このような現状を打破するための理論的な枠

組みを提供することを意図して開始されており、そのなかで、本稿は関連

理論のレビューを行う部分を構成する。なお、本研究がその知見の応用を

行おうとしている対象は、 ITやバイオといった知識産業の創出を目指す地

域である。
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1998年にアジア人として初めてノーベル経済学賞を受賞したAmartya

Senは、自由と民主主義の熱烈な擁護者であり、その態度は彼の専門の一

つである開発経済学に対しでも変わらない。例えば、シンガポールの前首

相LeeKuan Yewによって、開発途上国における市民的自由と政治的権利

は経済成長と経済開発を限害するとされた、いわゆる fリ一理論Jに対し

でも、 Senは強く反論しており、しばしば経済開発の当事者たるアジア諸

国家の元首によって発せられる権威主義を肯定するような発言や、あるい

はアジアにおいては西欧ほど自由が重要な意味を持たない「アジア的価値j

096 I国際広報メデ・ィアジャーナル NO.2
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を唱えて正当化するような態度を批判してきた。また、アジアにおいて相

対的に権威主義的だと見なされている国(韓国、シンガポール、中国など)

が、それほど権威主義的でない国(インドなど)に比べて、高い経済成長

率を示したことを根拠とするリ一理論は、一般的統計によって検証されて

いないということを、 Senはアフリカにあって経済成長が著しいボツワナ

惨1 Sen (1999)、訳書、 pp.169一: の例を挙げながら説明している l。しかし、アジアNIEs(新興工業国・地. 
170 . 

域群)2に代表される東アジアの躍進という事実に支えられ、政府(~、わゆ. . 
惨2 Newly Industrializing Economies . . 

る r~郎、国家J) の役割jを重視するような政治経済学的アプローチも依然と

して有効であると見られてきた。例えば、 Vogel(1993)などの論点がそ

れにあたるロ Vogelは、日本をはじめとして、韓国や台湾、そして香港やシ

ンガポールでは、様々な理由により(それぞれが儒教の影響を受けている

ことも含め)、一部の官僚エリートの采配によって効率的な資金と資源の配

分が重点産業へとなされてきたことが、戦後の復興を支えた最大の要素で

あると考えているのである。

確かに、こうした権威主義を擁護する見方は、限定付きの条件を与えれ

ば正しいと考えることができる。ただし、その条件というのは全く現実的

なものではなく、例えば、産業の発展プランをデザインする政策側があら

ゆる情報収集能力において全能であり、グローパルな規模で起こる技術革

新の周期を完全に予測し、重点産業や重点技術の選択を正しく行L、得る場 一
砂3 後醸 (2000)が言うように、経:

合である九日本の半導体産業が世界のトップシェアに上り詰めつつも、や -済活動を調整するには限りのな:

c rz -0 》、. 
がて凋落していったことを考えれば、そのような条件を満たすことが不可い情報力が必要になる。 . . 
能であることは明らかである。 1997年のアジア危機以降は、アジア的価値

が『開発独裁Jなどの言葉で批判されることさえ珍しくなくなってきた。
E 2 =r 

ただし、一方では東アジア型の発展を、末蹟 (2000) が言うように「キャ

ッチアップ型工業化Jとして捉え、製造業の発展に関しては、政府による

技術選択などの制度的な整備がある程度は必要だとして、その意義を部分

的に容認する考え方の有効性も依然として主張されてきている。

クラスター理論は、提唱者であるPorterによれば、こうした権威主義的

アプローチとは全く程遠いものである。例えば、日本に関するPorterの分

析は、政府による保護規制や産業支援政策の妙が、戦後の急速な経済発展

を成し遂げたという従来の定説を覆すものである。いくつかの産業におけ

る具体例をもとに、日本では政府規制から逃れてきた業界が、自らの技術

革新能力によって国際的に発展し、逆に政府機関によるコントロールが強

力であった業界では、国際競争力が弱くなっているということを、 Porter
....4 PO削、 1990、訳笹[下巻]: は明らかにしている九すなわち、 Porterのクラスターにおける政府の役割. pp.42-46 . 

の所在は、産業のイノベーションを促進するためにクラスターのグレード

アップが出来るかどうか、という点にあるのである。本稿は、こうした議

諭を知識産業によるクラスター創造という、より具体的な応用を図りうる

レベルにまで近づけることを目指しているが、以下の章では、地域とイノ

べーションをめぐる理論を包括的に整理し、続いてクラスター理論を解説

しながら、イノベーションの創出という意味で、クラスターはどのような

視点において新しく、その反対にクラスターに抜け落ちている視点は何か、

l加n伽t飽加e町rn刷1
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ということを詳述していくことにする。

3 
クラスターにつながる経済学・経営
学における研究

イノベーションや経済発展を支える理論は膨大である。古くは、

Schumpeter (1926)が f発展Jは生産手段の f新結合Jを通じて非述続

的に現れるとし、それは主に企業家によって担われ、新結合を遂行する行

為こそが f革新Jつまりイノベーションであると述べた。彼は新結合とい

う言葉で表したように、企業家がもたらす革新とは、組み合わせであると

考えていたのである。実際に多くのイノベーションが企業家活動によって

生まれるようになり、そのため、この問題を扱う研究は経済学においてよ

りも、今日では経営学において累積的に増加した。この章では、経済学と

経営学がクラスター理論へどのようにつながっていくかを論じてpく。
内
田
純-3.1 取引コストによるアプローチ

5 現実の産業界では、古くは大学で創造されるものとして考えられていた

宝 技術的知識は、産業の高度化に合わせて、企業の内部でも創造されるもの

5 になり、やがて、技術こそが企業の競争力を規定すると考えられるように

を なっていったo その結果、企業は自社の技術を全て内部に抱え込むように

なり、垂直統合が極度に進んだ大規模な企業体へと発展を遂げた。このよ

うな企業の代表格が、アメリカの自動車産業である。経済学の理論を見て

も、市場取引をむやみに信奉する考え方から脱皮し、市場の状況によって

は取引コストがかかり、それを内部組織化することで、取引コストを抑え

ることが出来るとしたCoase(1937)の論文に、その発展の構図を見るこ

とが出来る 50

ところが、日本の自動車産業は、垂直統合ではなく、系列という枠組み

の中で行程や技術を分業しながらも、全体としてはあたかも一つの企業体

であるかのようなパフォーマンスを維持することで発展した。今井・伊

丹・小池(1982)によって、このような市場と組織の両方の強みを併せ持

つ組織形態が、中間組織と呼ばれ、その後のネットワーク組織論へと発展

していく 60

近年では、大学で創造される知識を産業界が実用化するという産学述携

の取り組みが望まれるようになった。この背景には産業構造の変化がある。

すなわち、中間組織的な市場と組織の調節という取引コスト削減の視点よ

りも、市場に頼るだけでも取引コストの影響を受けない調達が可能になる

ような産業構造が現出したのである。具体的には産業のモジュール化?と

呼ばれる傾向がそれであり、パソコン業界においてモジュール化の高度に

098 I国臨報メディアジャーナル NO.2

砂5 Williamson (1975)は、取引コ

ストと内部組織の研究をさらに

進め、限定された合理性や不確

実性・複雑性といった概念をも

とに、内部組織の優位性を組織

の失敗の枠組みとともに示し

た。詳しくは、 Williamson

(1975)、訳書、 pp.35-69。

惨6 例えば、今井・金子 (1988)な

ど。

惨7 モジュール化そのものに関する

詳細な識論については、青木・

安藤績 (2002)を参照のこと
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砂8 パソコン業界とモジュール化に

関する詳細な解説は園領(1999)

を参照のこと。

惨9 例えば、原山 (2001)。

惨10 Krugman (1995)、訳書、 33ー

39 

砂11 立地あるいは空間に関する経済

学的成果の集大成として、 Krug-

manは藤田昌久らとともに、

『空間経済学jを著した。詳し

くは、 Krugman& Fujita & Ven-

ables (2000)。

進化した状況を見ることができる九すなわち、園領(1999) が言うよう

に、知識をモジュール化して、モジュール同士を結合させる戦略の有効性

が広く認識されるようになり、知識の宝庫である大学に関心が集まってき

たと考えられるのである。

大学との連携は、大学の近隣に存在するローカル企業に優位であること

が実証9され、地域間にイノベーションを創造する優位性の違いが観察さ

れるようになってきており、現代のイノベーションは、こうした産業構造

の変化と地域の問題とを切り離して考えることができなくなってきた。以

下では、イノベーションについて、地域発展の問題と絡めながら展開して

いるものを取り上げることにする。

3.2 経済学領域における地域の問題

経済学において地域を扱う場合、立地として捉えるアプローチがある。

簡単に言えば、工場や商庖をどの地域に立地させるか、ということになる

が、その立地決定にあたっては、立地因子を考慮するものとして説明され

ている。代表的な論者は、工業立地論のWeber(1909)である。立地の問

題を地域における状態として示す言葉が集積であり、それを促進するのが

集積因子である。 Weberの場合、輸送費と労働賀の節約への指向というコ

ストの問題を集積悶子として説明した。

一方、 Marshall(1890) は、特定地域への特定産業の集積について触

れ、その原因を産業の全般的な発展に由来するという外部経済の法則によ

り説明している。また、 Marshallは技術波及の効果が集積には存在するこ

とにも着目しているが、このような観点はWeberらの立地論には見られな

かった。 Marshallは技術革新による集積の促進について、技術のスピルオ

ーバーなどの可能性にも触れており、現代において、イノベーションに注

目する経営学者らにも影響を与えている。

しかし、立地論については、その後の主流派経済学によって取り上げら

れることは長らくなかった。その原因として、Krugman(1995) は、集積

すなわち経済の空間的側面を定式化出来なかったからだとしている 100 そ

こで、Krugman(1991 )は、それを可能にする新しい数学モデルを導き出

している。これはかつての立地論になかった収穫逓増の原則と不完全競争

を考慮にいれたものとして注目されている。主流派経済学によって無視さ

れ続けてきた立地の問題、あるいは集積の問題が、経済学の表舞台へと引

きずり出されたのである 110

経済学が地域の問題を考慮せざるを得なくなったのは、経済学が前提と

してきた大量生産モデルが限界を見せ始めたことにも関係がある。 Piore& 

Sabel ( 1 984) は、古来のクラフト的生産体制が第一の産業分水嶺によっ

て姿を消したが、その後に出現した大量生産体制も第二の産業分水嶺によ

って見直しを求められているということを、豊富な国際比較分析を通じて

訴えている。そのなかで注目されたのは日本の製造業が持つ産業組織や労

使関係の柔軟性である。特に産業組織において、日本では下請けの系列化
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が取引コストを減少させる面があったこと、そしてその系列が絶え間なく

入れ替えられていること等に注目している。入れ替えられてしまうかもし

れないという圧力が下請け企業にかかることは、技術革新への対応を迫ら

れていることの裏返しであると見ることができる。すなわち、日本の産業

組織はイノベーションへのプレッシャーを備えていたということなのであ

る。また、 Piore& Sabelらは日本とイタリアの産業組織の発展の違いは明

白であるものの、結果的には、中小企業同士の緩やかな結びつきのある点

で共通するということについて触れている。イタリアの分業が進展したの

は、強い労働組合を恐れ、大工場が生産を分散したことから始まったが、

その分散をコーディネートして、直接アメリカとの輸出取引を行うように

なって、そうした動きが地域内でネットワーク化されることになったため

に、柔軟な分業を備える地域がイタリア内部に数多く発生し始めた。そし

て、こうした企業は、家族経営であったことが幸いし、クライアントとな

るアメリカなどの海外の企業の無理な要求にも、家族が総出で残業するな

どして、対応するだけの力を持っていた。すなわち、イノベーションを生

み出す必要に迫られていたのである 120 このことは、イノベーションの圧

力の下に置カ亙れる日本の下請け企業と近い状況にあったと言える。柔軟な

分業の実現には、 Weber流の工業立地諭の立場からも、 Marshall流の技術

波及の観点からも、地理的な近接がより有利であることが明らかであり、

現在の経済学は地域の問題を避けて通れない状況にあるのである。

3.3 経営学領域における地域の問題

経営学における地域へ菊-目した研究の歴史は浅~ )0 そもそも経営学とい

う学問分野が個別の企業における組織や戦略を対象とした学問であり、産

業集積や地域という大きな枠組みの研究対象に適用可能な分析ツールを持

っていなかったからである。ところが、経営学においても地域の問題が個

別企業の戦略や組織に影響を与えることが明らかになってきた。それは、

シリコンバレーのような産業集積に存在する企業の戦略・組織は、その他

の地域の企業とは全く異なるという実社会の現実を目の当たりにするよう

になったからである。シリコンバレーは最も有名で、かつ成功を収めた産

業集積であり、ソフトウェアやエレクトロニクス、バイオ産業などが集積

しているばかりでなく、旺盛な企業家精神を持った人材を抱えていると考

えられている。同地域に関する研究の蓄積は多く、代表的文献として、シ

リコンパレーとボストン近郊のソフトウェア産業集積を、柔軟なネットワ

ーク構造の有無という視点から論じたSaxenian(1994)の研究がある。こ

こで言われる柔軟さとは、分業が容易に行えるということ、そしてそれに

よって可能になるベンチャー企業の群生である。こうしたネットワークは、

単なる分業にとどまらない。例えば、部品の供給を受けたり、製造部分を

外部企業とのネットワークによって行うのは分業と言えるが、企業そのも

のを支える機関が地域に存在しており、それを利用出来たりするというこ

とも、集積が加速する上では必要な要素である。例えば、シリコンパレー

100 I国際広報メディアジャーナル No.2

...12 イタリアの中小企業や企業家の

事例に関しては、岡本 (1994)、

稲垣 (2003)が実地調査に基づ

く、豊富な解説を行っており参

考になる。
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惨13 Kenney ed. (2000)、訳書、 p254

には、支援活動をサポートするような法律事務所、会計士、ベンチャーキ

ャピタル、あるいは豊富な知的労働者、研究機関などが集まっており、新

しい企業を設立する際や、新規事業を立ち上げる際に、いつでも利用可能

な状態になっている。

こうしたシリコンパレーに見られるような支援機関の存在について、

Kennyらのグループは、シリコンバレーにおける経済活動を二つに分ける

ことで整理している (Kenny[e刈， 2000)。それによると、第一経済(エコ

ノミー・ワン)は、既存の組織による従来型の活動であり、企業や大学な

どの日常の活動がそこに含まれる。もう一つの第二経済(エコノミー・ツ

ー)は、新企業形成を奨励し育成する機関や制度の複合体13である。そし

て、シリコンパレーにおける第一経済と第二経済は、組織の歴史、個人的

関係、そして技術の成長軌道によってつながっているが、概念的には別物

だとしている。ネットワーク分業構造は、第一経済としてのシリコンパレ

ーの成功要素の一つである。それはこの地域のダイナミズムにとって欠か

せないものである。そして、第二経済の成功要素は、まぎれもなく新企業

を生み出す制度である。法律事務所や会計士、ベンチャーキャピタルは、

従来型の活動すなわち第一経済においても必要であるが、それらが第二経

済にむけて役に立つかどうかは別物だ。従来型の組織に属す大学の研究者、

そしてよく訓練された労働者が、新企業の創設に取り組めば、急成長型の

ベンチャー企業になる可能性は高い。そして、その可能性故にベンチャー

キャピタルは資金を投入する。これが第二経済の本質であり、シリコンパ

レーの発展の源であるというのである。

また、地域が持つ制度に注目したKennyらの見解は、地域の精神の部分

に着目したHenton& Melville & Walesh (1997)が言うような「市民起業

家Jが、地域経済コミュニティに存在することで加速すると考えられる。

制度に精神が統合されていなければ、 fインフラばかりが充実して中身が入

らずJ、ということになりかねないからである。精神的な側面については、

Saxenianも触れている。彼女はシリコンパレーとボストン近郊のルート

128を比較した結果、岡地域はともにハイテクの集積地であるが、存在す

る企業のメンタリティは大きく違っているということを明らかにしている。

例えば技術者交流に関して、シリコンバレーでは非常に活発に行われてい

るにも関わらず、ボストン近郊ではほとんど発生していないことや、技術

者の転職や独立に関して、シリコンバレーではスピンアウトして企業を設

立することが珍しくないが、ボストン近郊では技術者仲間からも裏切り行

為ととられるために少ないことなどの違いに触れた。シリコンパレーでは、

技術者同士が地理的に近いことも手伝って、企業を超えて情報交換を行う

風土があるし、人材の流動化を吸収する素地があるというのである。

シリコンバレーを例にした議論を整理すると、この地域が他と比べて優

位性を発搬出来る原因は二つである。第一に産業構造の問題である。企業

の取引構造がモジュール化に変化するには、少ない取引コストで分業が実

現出来る必要性がある。シリコンパレーは多くの支援産業・関連産業を抱

えている点で、他の地域よりも有利である。第二に企業家精神の問題であ
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る。シリコンバレーは同じハイテク集積地の比較においても、明らかに旺

盛な企業家精神を備えた地域であり、結果として集積が加速化するサイク

ルを作り出している。 Saxenianが分析した当時のボストン周辺のように

DEC社のような特定の大企業に人材が集中していると、その大企業の業績

が悪化したときには技術者が行き場を失ってしまう。企業家精神もまた、

支援産業や関連産業の存在に支えられており、技術者の起業を地域がサポ

ートする体勢がシリコンパレーには存在している。つまり、第一と第二の

要素は表裏一体となって、地域を活性化させると言えるのである。

41クラスター理論の検討

内
田
純

Porterの理論は、クラスター理論のみならず、戦略諭において学会・産

業界に絶大な影響力を持っている。一方で、その影響力の大きさゆえに

Porter理論への批判も、これまでに数多く提起されてきている 140 クラス

ター理論に関しでもいくつかの批判が存在する 15ものの、現状では世界各

国の産業支援や政策決定の現場で活用されており、最も信頼されている議

論であることは疑いがない。本研究の目的も、 Porterのクラスター理論を

産業創出に適用するために必要な議論を加えることにある。クラスター理

論は確かに重要な視点ではあるが、産業をーから創出することから始めな

ければならない場合には応用しにくい。クラスター理論に欠けている論点

を明らかにするために、ここではまずPorterのクラスター理論の骨格を抜

き出すことにする。
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4.1 Porterのクラスター理論とタ‘イヤモンド・モデル

経済学がモデル化出来る対象として集積を捉えていたのに対し、企業の

実際的な課題を考える経営学の分野では、現実的な立地の問題を、企業が

直面する競争をいかに優位に進めるか、ということに活用したいと考えた

のは当然のことである。経済学のトレーニングを受け、産業組織論の成果

を活用しながら、その枠組みを企業の市場におけるポジショニングの問題

に捉え直すことで競争戦略諭を創始したPorterは、立地の問題について戦

略論を応用することを目指し、他の図との比較において、競争優位な状態

にある国の優位性の原因を調べるための一連の研究(1990) に取り組み、

その要因を分析するための枠組みを、図1のようなダイヤモンド・モデル

として提示した。

このモデルは、特定分野の産業において、国と国の問に存在する競争環

境の違いこそが、競争優位の源泉となっていると考えるものであり、そこ

には次のような要因があることを示している。 f要素条件j とは、熟練した
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惨 14 Porter理論への代表的な批判は、

第一に企業の内部資源に対する

理解が欠如している点、第二に、

競争のポジションを重視すると

いう競争戦時論モデルが持つ静

態性である。このような批判を

補完する立場が、 Bamey(2002) 

などが提唱する資源ベースの戦

略論 (Resource-basedView)で

あるが、 Barneyの資源ベースの

戦略論には、外部環境を分析す

る枠組みが存在しないため、ポ

ジション重視の立場と内部資翠

霊視の立場は現在のところ補完

し合う関係にある。

砂15 POはerのクラスター理論への批

判の例としては、 Narula(1993) 

などがある。批判の骨子は

Porterのダイヤモンド・モデル

の静態性に対するものである。

確かに、 Porterの二つの著書

(Porter、1990、1998)において

は、どのように新たなダイヤモ

ンドを創出すればよいかという

点について触れられていなし凡

なお、伊蕗 (2001)はPO巾『と

陶 rulaの謡論を、鶴争的発展と

いう切り口から比較考察してい

る。
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砂16 Porter (1998)、訳書(11 )、
p.158 

惨17 Porter (1998)、訳書(11 )、 p.74

労働力の多さやインフラの充実度を、 f関連産業・支援産業Jとは、国の中

に国際競争力を持つ供給産業と関連産業が存在するかどうかを、 f需要条

件Jとは、製品またはサービスに対する本国市場の需要の性質の大きさを、

「企業戦略、構造・競合関係Jとは、企業の設立、組織、管理方法を支配す

る国内条件および国内のライバル間競争の性質を、それぞれ示すものであ

る。 Porterは関連する産業が豊富に存在しているということや、顧客のレ

ベルが高いということは、国の競争優位度を高めるものであると考えてい

るのである。そして、最も重要なことは、こうした環境が企業を誕生させ、

さらに競争状態におくことを促進することはもちろん、これらが企業に対

して、新たな投資やイノベーションを迫る圧力となるということである。

このサイクルが、結局のところ、国のグローパルな競争優位につながると

いうことなのである。これが、 Porterの言うクラスターの fグレードアッ

プj ということである。

塁審図1 国の競争優位の要因(ダイヤモンド・モデル)

企業戦略、構造 内
田
純
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出所:PO代er(1990)、[訳書](上巻)、 p.l06

Porterの議論は、国のレベルだけでなく、州や都市圏などの地域レベル

の分析にも適している。むしろ、行政上の区分よりも、経済的な面で有機

的なつながりを期待出来る単位をクラスターと呼んでいる。例えば、クラ

スターへの取り組み例として、アメリカ国内の多くの都市の名前を挙げて

いるヘ彼は、クラスターの大きさを規定するのは、地域内で起こるスピ

ルオーバーの強さや、それが生産性やイノベーションに与える影響であり、

イノベーションが波及する効果は当然ながら他の産業にも及ぶので、複数

の産業を網羅したものもあり得るであるとしている 170

また、 Porterはクラスターにおける政府の役割についても触れており、

従来型の産業政策において行われてきた、重点産業の選定を前提とした産

In陶削削削t恒加蜘e町凹ern町m附n
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業レベルでの支援、あるいは個々の企業に有利になるような政策決定は、

市場を歪める原因になるとして批判している。 Porterが主張するのは、ク

ラスターに注目した、外部効果、つながり、スピルオーバー、競争上重要

な支援制度などの強調18であり、企業、供給業者、関連産業、サービス提

供者、各種機関といったダイヤモンド・モデルを構成する主体をまとめて

扱うことで、政府が行うインセンティブやイニシアティプは、競争を脅か

すことなく、多くの企業や産業にとって共通する問題に対処出来るとして

いる。つまり、政府の役割は競争制限ではなく、競争の促進だという考え

方である。

Porterは、日本の発展が手厚い産業政策や保護政策の成果だとする見方

に批判的であり、むしろ日本の家電産業や自動車産業などはイノベーショ

ンに優れていたからこそ、国際的な競争力を持ったのだとしており、この

点はPiore& Sabelの見解とも共通する。さらに、日本が過去に取り組んで

きたソフトウェア産業の育成策の失敗などの具体的事例をあげ、手陣い政

策支援による発展は、むしろあり得ないとする考えを持っている。とはい

え、政府には、競争を促進する方向に誘導するという機能を求めており、

クラスターのグレードアップを図る上で、一定の役割が政府に存在するこ

とを認めているのも確かである 190

4.2 Porterのクラスター理論とバリューチェーン

Porterのクラスター理論において、企業の競争力をグローバル競争にお

いて規定するのは、自らが創始した競争戦略論の基本戦略20にある『コス

ト・リーダーシップjや「差別化Jや「集中Jといったポジションを適切

に築けるかどうかであるへそして、その具体的な方策として、図2のよう

な価値連鎖(バリューチェーン)というフレームによって、企業の諸活動

の「配置Jと「調整j を行うことで、より高いマージンを生む工夫をすべ

きことを提案した。企業の活動は、川上・川下にある企業や顧客を含む価

値システムの中に位置づけられており、価値システム自体は、バリューチ

ェーンのさらなる述結体からなっている。 Porterによれば、企業の競争優

位を持続するには、価値連鎖をシステムとして管理することが必要である

という%また、企業のグローパル戦略は、各活動の世界的な配置の有利

性によって影響されるとしている 230

バリューチェーン全体を一つの企業が担い、それぞれの活動に調整を施

し、コスト優位に立つことはバリューチェーン活用の鼠も基本的な姿であ

る。そして、価値システムの上流・下流にある企業が、この企業が持つ優

位性を活用することで、これらの企業の優位性へと変換される。このこと

を、ダイヤモンド・モデルによって考えれば、企業にとって立地がいかに

重要であるかがわかる。個々の企業にとって、より優れた価値システムの

中に身を置くことが望ましいのは疑いがなし」地域の側から見れば、地域

優位性が高いということは、すなわちそれぞれに優位性を持つ企業が集積

した結果であると読み替えることが出来るのである。

」
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砂18 Porter (1998)、訳書(11 )、
pp.136-141 

砂19 Porter (1990)、訳書(上巻)、
pp.1-10 

砂20 PO巾 r(1980)は、三つの基本

戦略(コスト・リーダーシップ、
差別化、集中)をあらゆる実践

の場面に適用する方策を、いく

つかの典型的な業界分野ごとに

aaしている。

砂21 Porter (1990)、訳書(上巻)、
pp.55-59 

砂22 Porter (1990)、訳書(上巻)、
pp.59-66 

砂23 Porter (1998)、訳書(11 )、
pp.249-250 
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Porter自身は明確には論じていないが、バリューチェーンのフレームは、

価値システムの単位としてではなく、バリューチェーンの単位において、

企業聞の垂直統合や提携を行うことで、バリューチェーンがそれまでの一

企業のものから、いくつかの企業をネットワーク化したものへと進化する

可能性を秘めている。つまり、主活動と支援活動を複数の企業にアウトソ

ースし、その全体を調整し、他の企業に比べて、コスト的にも技術的にも

より優位な状況を作り出すという可能性があるのである。こうしたネット

ワーク全体の調整を行う場合も、地域に産業集積が存在するということは

有利になるはずなのである。

価値連鎖(バリューチェーン)

i全般開仰がチヤ)例え民同・暢阿

i i人事・労務慨;

I i繍鵬 i 
， aq酬;

圃図2
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出所:ポーター (1990)、[訳書](上巻)、 p.60

関連研究から見たクラスター理論の
限界と発展可能性

5 

Porterのクラスター理論は、ダイヤモンド・モデルによって、地域の競

争優位を規定する要因を明確化しており、バリューチェーンという個別企

業の視点から、立地の優位性を明らかにして、全体としてのダイヤモン

ド・モデルの優位性を裏付けているものである。また、ダイヤモンド・モ

デルは、クラスターとイノベーションとの関連性という話題について、イ

ノベーションを促進するためには政府の役割が小さいほうが望ましいとい

うことに理論的な裏付けを持って言及した点で、非常に意義があるもので

ある。

ただし、イノベーション促進の具体化とも言えるクラスターにおける外

部効果やスピルオーバーなどを引き起こすような支援制度に関しては、そ

の重要性が強調されるのみで、それを積極的に創造するために何をなすべ
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きかという、より発展した記述は見られない。

逆読みすれば、クラスターとして優れた地域は、地域の中にイノベーシ

ョンを創出する仕組みを持っているものと見なすことが出来るし、 Porter

の議論もそのことを前提にして進められていると言えるが、イノベーショ

ンは結局のところ、外部効果やスピルオーバーによって生まれるはずであ

り、どうやってそれを生み出せばいいかという問題は残る。 Kennyらが行

うような経営学領域の研究が重視する制度的な側面を地域において整える

ことは、地域が発展を実現する上で重要であるはずだが、クラスター理論

では具体的な解決策を提示しては~¥ないのだ。

しかし、バリューチェーンの議論は、既に論じたように、価値システム

のなかでの企業聞のつながりだけでなく、バリューチェーン内部での企業

関連携においても、その「調整Jを行うことで企業を優位に立たせる可能

性を示唆している。つまり、この概念はSchumpeterの言う新結合の議論

にもつながるフレームなのである。また、 Piore& Sabelがイタリアの事例

に触れつつ論じた地域内でのコーデイ不一トの必要性は、新結合の「調整j

でもある。だとすれば、バリューチェーンの「活動Jを、効率よく調整す

るコーディネーター企業が発生する必要があるということがわかる。さら

に、それを地域全体の価値システムの中に位置づけながら、様々なアクタ

ーの再配置を行うことが求められてくる。このような取り組みによって、

産業のモジュール化が進行すれば、当然ながら大学の持つ知識の活用と言

ったような、地域に存在するアクターを含めたイノベーション・システム

としての整備が求められてくる。制度としての第二経済を訴えたKenney

らの研究をイノベーションのコンテクストに適用しでも、地域におけるイ

ノベーション・システムの整備はやはり必要だという結論になるであろう。

ただし、その具体的方策はクラスター理論自体にはなく、課題として残さ

れていることになる。

このように、バリューチェーンの議論は、いくつかの関連する経済学・

経営学の研究から評価されるように、イノベーション・システムを構想す

るための枠組みとして、活用出来る理論的な発展性を持っている。より重要

なのは、具体的な課題に合わせた理論的なフレームワークの創出にある。

知識産業という対象を一例とすれば、その発展のために応用可能なクラス

ター理論の発展的フレームワークを開発しなければならないということで

ある。

内
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6 
おわりに:知識産業によるクラスタ
ー創出に向けた理論的課題

日本においては、経済産業省による産業クラスター計画 (2001年開始)

と文部科学省による知的クラスター創成事業 (2002年開始)という、具体
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的な知識産業クラスター創出の取り組みが政府主導によってスタートして

いる。既にクラスターは実践段階に入っているのである。しかしながら、

クラスター理論を知識産業に適用するには、ダイヤモンド・モデルから見

て、ある程度の理論的なジャンプが必要であると思われる。第一に、知識

産業は多くの場合、ダイヤモンド・モデルで言うところの「要素条件j が

始めから地域に存在していることは少ない。例えば天然資源の存在につい

ては、 ITやバイオインダストリーにとってそれほど重要ではない。また、

反対に優秀な人材等の人的資源に関しては、それを地域内にとどまらせて

おくことのほうが難しい。シリコンパレーのように、魅力的な都市環境を

備えることは最低限必要であるし、こうした人材がクラスターの繋明期に

あっても、一定数は存在している必要がある。その場合、ポストンにおけ

るDEC社のような突出した存在が地域にあれば人材のプールとなるだろ

う。この点についてはクラスター諭では解決策が提示されていない。次に、

第二の f需要条件Jについては、知識産業の生産物は、そもそも地域内だ

けで顧客を見つける性質のものではない。よって、その繁明期においては

高いマーケティング力を持つ企業が必要になってくる。そうした企業が少

しずつにでも育ってくれば、コーディネーターとして地域の技術と域外の

市場を結びつけるようになり、企業連携を地域内で行う余地も出てくるだ

ろう。こうした能力の構築は、クラスター理論が要求していることではあ

るが、その具体策は現場側で考えるしかない状態である。また、第三の

「関連産業・支援産業Jについては、産業が群生するために、起業家をいか

にして呼び寄せるかということと、それを政策側が制度として整備するこ

とがどこまで可能かという議論があり得るであろう。この点の議論も現在

のクラスター理論には含まれていない。最後に、第四の「企業戦略、構造、

競合関係j については、政府が競争を抑制しないよう気を配らなければな

らない点はクラスター理論も強調している。むしろ問題は企業家活動がイ

ノベーションを伴った形で活発化するかどうかということにあるが、この

点の具体策も考えていく必要がある。

これらクラスター理論の限界点について、バリューチェーン及び価値シ

ステムのなかで捉え直すと、知識産業によるクラスター創出に向けた理論

的課題がはっきりとする。まず、「要素条件j に関しては、価値システムの

上流、あるいはバリューチェーンの上方(例えば、購買・物流)に位置す

るものと考えることができる。知識産業の場合、クラスターのない時期に

は大学が持つ知的資産に期待することが通常である。この場合、産学連携

の促進や知的財産の効果的な活用という問題に関する理論的な蓄積が求め

られるだろう。また、 f需要条件Jに関しては、バリューチェーンの下方

(販売・マーケティングやサービス)において、グローバルなレベルでの連

携を模索することが必要になる。よって、国際提携や国際マーケテイング

などの理論との融合が求められる。さらに、「関連産業・支援産業j に関し

て、支援産業はバリューチェーンのうちの支援活動を整備する意味で重要

であり、関連産業は価値システムのアクターを増やす意味で重要である。

この点についてはKenneyらの第二経済の議論をより発展させることが期
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知識産業クラスターの創造に向けて 一蹴とイノベーシヨンをめぐる理論の献すー
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待される。そして、「企業戦略、構造、競合関係j はイノベーションとの関

係から重要であるが、地域において特定の技術分野が進化していくことを

目指す意味では、地域学習論や組織間学習論、あるいは知識創造論の地域

への適用が関わってくるだろう。

このように、クラスター理論を知識産業創出という具体的目的に適用す

るには、いくつかの理論的な不足点を解決する必要があるo クラスター理

論単独での知識産業創出を構想することが無理なように、その他の理論が

単独でその役目を果たすことももちろん出来ない。そのためには、独自の

フレームワークの開発が必要なのである。その道のりは、権威主義的な発

展が可能であった時代よりも遥かに複雑であるし、閤難である。知識産業

は常に先端的な技術を活用しなければならず、本質的にキャッチアップ型

ではあり得ないため、マクロな政策支援の効果は小さく、ミクロなアクタ

ーが活躍してくれるかどうかに経済発展の命運がかかっているからである。

しかしながら、現実に目を向けると、インドのIT産業のように、発展途上

国でありながら、イノベーションを先導するような地域として短期間で成

長するケースも皆無ではな~ )0 このような事例を対象に、新たなフレーム

ワークによって理論的知見を生み出し、クラスター理論の発展に貢献する

ことは十分に可能なはずなのである。
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